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日米株価がさらに上昇できる理由

４月初めの株価下落からの日米株価の戻りは、関税交渉の進展を織
り込んだところに来ましたが、米国の減税が具体化してくれば、さら
に回復余地があるとみています。
トランプ米政権はほぼ全ての国からの輸入品に１０パーセントの
ベースライン関税をかけ、貿易赤字が大きい国を中心に相互関税を
追加し、さらに相互関税を９０日間停止して各国と交渉に入っていま
す。5月8日に英国と交渉の枠組みに合意、中国との交渉は予想以上
に進展し貿易戦争には至らないことが見えてきました。
米国の消費者は、心配していた関税率はゼロにはならないが、ある
程度低い水準で収まりそうだという印象を持つことになりそうです。
結果として関税がインフレや金利に与える影響は小さいと感じるで
しょう。
これから７月にかけての最大の注目点は議会がリードする所得税減
税の継続と追加です。まず、関税交渉が進み政府収入が見積もられ、
減税余地が金額化されてくるでしょう。７月中旬までに共和党案がま
とまり、９月以降議会で審議されるとみています。中間選挙の選挙戦
がスタートする中、１２月までに結論が出て、消費者心理を大幅に回
復させるとみています。
つまり、関税交渉進展を期待した現状の株価回復に加えて、減税に
よる消費の回復が期待されることで、米国の株価はさらに上昇余地
があるといえます。
米国経済の安定に対する期待から米連邦準備理事会（FRB）の利下
げはゆっくり進み、米ドル円が安定し、日本株も新しい関税率を織り
込みつつ賃金上昇による内需回復に目を向けるでしょう。
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